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1．　はじめに
　日本の小売業の商店数は昭和60年のr商業統計」によると，162万8，644店
である。前回の調査時点である昭和57年には172万1，465店あり，3年間に9
万2，821店減少したことになる。ω日本の商店数は，昭和35年調査と，昭和37年
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調査の間に約1万6千店減少したことがあるだげで，今回の調査にみられるよ
うな大幅な商店数の減少は初めてである。
　昭和60年のr商業統計速報』が公表されてから，商店数の減少に関するさま
ざまな研究が出されて，商業構造の変化に関するもの，その原因についてのも
の，なかには商業統計そのものについての研究もなされてい孔｛2〕現在までに
発表されている研究は，集計単位が日本全国，行政単位，産業別，商晶別であ
るものが主である。Lかしながら，商業構造を検討するに当たっては商業集積
め単位で検討することが，必要となる。その理由として，買物行動が商業集積
を単位とLていることから，商業集積のもつウエートが高いことによる。また，
今後の商業の展開を考えると，単に個別の店舗間の競争のほかに，所属Lてい
る商業集積と，それ以外の商業集積との競争がますます重視されてくると予測
されるので，商業集積を集計単位とした研究が必要となる。「商業統計」は昭
和27年以降，昭和51年まで2年おきに，それ以降3年おきに実施されている。
本稿で利用する立地環境特性別統計編は昭和57年の調査分から，印刷物として
公表されはじめ，今回の昭和60年調査分とあわせて商業集積を集計単位とLた
比較が可能となったものである。帽〕
　本稿においては，商業集積そのものについて整理したのち，商業集積を単位
とLた分析をもとに，小売業の商店数減少を中心とした商業構造の変化につい
て明らかにLていきたい。立地環境や商業集積のどの様なところに，どの様な
変化が生じているかを明確にすることによって，今後の商業構造にどの様な変
化が生じるかを予測することができる。また，それに付随して，その様な変化
が予測されるときにどの様な流通政策が求められるかについても検討する。
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2．商業集積概念について
　2－1商業集積概念の再検討
　商業集積を視点とLて日本の商業構造を検討していくわげだが，r商業統計」
における商業集積の概念は必ずLも従来からの商業集積の概念と一致するわげ
ではない。したがって，はじめに，従来なされているいくつかの規定をみるこ
とにする。
　木地節郎は，r商業集積をごく簡単に説明すれぱ，一定地域に店舗が集中し
ていること」（1975，225頁）としており，さらに店舗の集中状況からみてr一
定地域内の店舗数が多く，しかも，店舗の構成比率が高い状況」（同書，26頁）
とLている。つまり，集積の主体を店舗として，その数と店舗比率の両面から
商業集積を規定Lている。
　国松久弥は，「小売商業の集積ば専ら独立の小売経営が接近して局所的に集
中すること」としており，それは「多くの小売経営の立地が局所的に集中する
こと」ともに理解できるとしている（1970，101頁）。この定義においては集積
の主体は経営となっているところに特徴がある。
　鈴木安昭は，rある隈られた区域に小売機能が集積し，その周囲から消費者
が買物に集まってくる場所」としている。この定義は小売中心地の項目にあり，
商業地，小売商業集積と同義とされているものである（1982，86～87頁）。この
規定では機能を中心に把握されている。
　大規模小売店舗審議会は影響度指標を求める際に用いる商業集積の規定を
「小売業（欽食店，自動車小売業及び燃料小売業を除く。）を現に営んでいる店
舗が一定の区域の範囲に20店舗以上集まり，これらの店舗が機能的に一体とな
っている店舗集団をいう」と定めている。区域の範囲を決める基本的な考え方
としては，r数品目にわたる商品を同時に購入する為に来街した消費者が店頭
で品質，規格等を念入りに比較しつつ買物のために回るような場合，徒歩で無
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理なく回ることが可能であると一般にみられる地理的な範囲とする」（1984）と
規定している。これは法適用のために具体的に記述されている点が注目される。
　これらの定義における集積の主体，形態などを考慮して，ここでは，商業集
積を「小売店舗が地理的に一定の地区に存在し，十分な小売機能を遂行するの
に必要な店舗面積を有すること」と定義づげることとする。
　商業集積を分析するうえで「一定の地区」の範囲を観定する方法については
いくつかの視点がある。例えぱ，①商店街組織，②商業集積（商店街），③メッ
シュ・データ，④行政区画などが通常考えられる。これらについて簡単に記し
ておく。商店街組織に。よる規定の方法は商店街振興組合，同協同組合などの組
織をもって1商業集積と規定するものである。これに基づくと，商業集積全体
にかかわる事項について調査する時には有効である。しかしながら，組織に未
加入の商店が除外されることにもなり，組織自体ができていない場合や，連読
Lた商店街が複数の組織になっている場合もあり，明確に商業集積と規定され
るわりにぱ，問題となる点も多くなっている。次の商業集積あるいは商店街は，
組織とは無関係に商店の存在状況に応じてある範囲を決めるわげで，分析に適
した規模水準に応じて範囲をいかようにも決定することが可能である。Lかし，
この場合，盗意性の入ることは避げられない。さらに最近使われるようになっ
てきたのがメッシュ・データである。これは商業のあるなLに関わらず，一定
の規模の区画に区切ってそこに位置する商盾について分析するもので，商店数
や産業分類などにより商業集積の存在するメッシュと規定するわげである。例
えぱ，緯度経度により規定される区画と商店の多数存在する場所とが一致しな
いで，分割されたりする可能性がある。＝4］最後の行政区画は，従来からさまざ
まな形態で利用されてきている。各種統計調査の基本単位とLて利用されてい
るので，多種類のデータを入手できることに特徴がある。特に時系列分析であ
るとか，因果を検討する場合などには，利用価値が高い。ただし，人間の行動
は必ずLも行政区画を意識Lていないので，商業活動の結果が行政区画とどの
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様な関係があるかは，疑問が残ることになる。
　さて，今回利用するr商業統計」のr立地環境特性別統計編』におげる商業
集積の概念は，商業集積地区という用語を利用していることからわかるように，
集積そのものではなく，集積の存在するある一定の範囲としてとらえてい乱
のちに定義そのものを掲示するが，この集計においては，商業集積地区は商店
街を単位としている。そこでは，組織に所属Lているかどうかは問われていな
い。また，駅ビルや寄合百貨店なども含まれることとなり，いわゆる商店街だ
けには限定されていない。したがって，この集計は原則的には，上述の整理の
②商業集積（商店街）の視点によっている。このように商店街組織を単位とL
たものではないので，連続した商店街で複数の商店街組織から構成されている
場合でも，ひとつの商業集積地区とされている。これにより，消費考からみる実
態に近くなるが，例えぱ，商店街組織を単位とした調査とは，単純には比較はで
きないことになる。また，飲食店とサービス業が除外されているので，地域内
に存在する第3次産業に属する事業所に較べて商店数が少ない場合がある。｛剴
　2－2商業集積におげる類型化と階層性
　商業集積の特性はさまざまに把握される。たとえぱr東京の商業集積地域』
では類型種別とLて立地条件，業態，商圏，販売額特性が利用されている。そ
の中で，商圏による商業集積の特性は通例に従って，広域型，地域型，近隣型
に分類されている（東京都，1984，8頁）。この分類は中心地理論に基づいたもの
であり，商業集積の階層性の存在が前提になっている。階層性は，商業集積を
分析する上で重要な概念である。本稿においても商業構造の変化を商業集積の
階層別にみることにするので，ここで簡単に階層性について触れておきたい。
　クリスタラー（1933）は都市の階層性を明らかにL，のちの研究に大きな影
響を与えている。商業集積そのものについて階層性を利用して類型化したもの
とLて，山中均之による次のような類型化がある。
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　　類型工：都市の中心点に存在し，その商圏は広く，購入者は市内外のあら
　　　　　　ゆる地域から来る。
　　類型皿：類型工の周辺に位置し，その商圏はやや広く購入者は市内外のあ
　　　　　　る隈られた範囲の地域から来る。
　　類型皿：類型Iや類型皿のさらに周辺に位置L，商圏は狭く購入者はその
　　　　　　近辺から来るにすぎない。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1977，78～79頁）
これは従来から広く用いられている3分類と同じ系統にある。この3分類とは、
たとえぽ以下の分類である。
　　近隣型商店街（日常性の買物街）：地域住民の徒歩範囲を主たる商圏とする
　　　　　　　　　　　　　　　　　日常生活中心の商店街
　　地域型商店街（週間性の買物街）：この型の商店街はいくつかの近隣住区を
　　　　　　　　　　　　　　　　　包含した商圏を持ち，近隣型より高次な
　　　　　　　　　　　　　　　　　機能構成と中心性を備えている。
　　広域型商店街（月問性・年間性：この型の商店街は，地域型商店街よりい一
　　　　　　　　　　　の買物街）　っそう高次な中心性を傭えた商業核
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（服部・杉村，1974，36頁）
　これらの類型化は中心地理論を前提として，米国のシ旦ツピング・センター
の分類を基礎にしていると思われるが，その原型の一つとLて扇状地帯構造で
知られるホイトが行ったものを挙げることができる。
　　類型I：大規模広域型S　C
　　類型皿：小型百貨店を核に持つ地域型S　C
　　類型皿：バラエティストアを核に持つS　C（これは1958年において大型近1
　　　　　　隣型S　Cと名付げられている）
　　類型V：スーパーマーケットを核に持つS　C（同様に，小型近隣型S　C）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（Hoyt，1953．1958）
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　彼はキー・テナントだげではなく，全売場面積や敷地もこの類型化の基準の
尺度に用いている。
　このような商業集積の類型の生じる理由とLては，財の到達範囲が異なるこ
とが挙げられ，これぱ「分散的な住民が一地点一中心点一で供給された財を獲
得する隈界を意味する」（Christa11er，1933，訳書31頁）とされている。その特
徴を挙げると，これは財に固有なものとして同一距離を示すものではなく，状
況によって変化し得る椙対的次ものである。この財の到達範囲の違いによって，
必然的に類型が生じることになる。なお付言すれぱ，商業集積の類型化には，
財の到達範囲に基づかないものも多数ある。
　次に，このような商業集積の各類型が，階層性を持つ理由について扱う。ク
リスタラーは中心地理論において，その中心地の体系を決定する原則とLて次
の3点を挙げている。
　　1）補給原則または市場原則（以下r補給原則」と略す）
　　2）交通原則
　　3）政治・杜会的原則
　この中で特に根底をなすものは補給原則である。これは「中心地点の体系は，
国内のあらゆる部分があらゆる可能的た中心的な財を補給され，しかも，でき
るだけ少数の，このような機能を果たす中心地点から補給されること」を実現
することである（Chr1staller，1933，訳書94頁）。これらの原則を基に，クリス
タラーは階層性の生じることを説明している。もちろんこのモデルは彼自身が
指摘Lている財の到達範囲に関するさまざまな変化要因をすべて捨象してい
る。Lたがって彼の六角形モデルにこだわることはできないが，近隣型・地域
型・広域型がそれぞれ市場を埋めつくしているということは現在でも妥当性が
ある。境界画定にはハフによる確率論に基づくものが多く用いられているが，
それは階層性の存在と相容れないものではない。
　以上，商業集積の概念について整理Lたが，本稿ではこれらの概念を基にし
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て，商業集積の構造について検討をLていく。特にここで取り上げた商業集積
の階層性に注目して，商業集積の構造を明らかにしていく。
3．商業集積の構造と変化
　3－1昭和60年r商業統計」について
　昭和60年のr商業統計」におげる商店数の減少理由の一つにとして，r商業
統計」そのものの精度を論じたものがある。「商業統計」の精度自体について
は，すでに6年周期の増減がみられることが指摘されている。r商業統計」と
r事業所統計」の実施時期が，当初前老で2年おき，後者で3年おきであった
ので，両考が同年におこなわれた昭和35年，昭和41年に，他の年より特に卸売
業の商店数が多くなっている（林，1973．1975，43～46頁）。
　この6年周期の増減については，r商業統計」が昭和51年以来，r事業所統
計」の翌年に実施されることとなったので，解消したかにみえた。しかLなが
ら，昭和60年r商業統計」の前年に実施されるはずのr事業所統計」は61年に
実施された。この実施時期の変更は昭和60年の「商業統計」の精度に影響を与
えているはずである。
　また，昭和60年のr商業統計」については，商業統計の実施に関する諸問題
と商店開設年の関係から，「商業統計」の精度について疑問が出されている（横
森，　1986a，　1986b，　1987）。
　この他にもさまざまな問題点が存在するとはいえ，「商業統計」は商業につ
いての全数調査であり，調査項目も膨犬である点，調査データが昭和27年より
得られることなど，他の統計では入手困難なデータが多く含まれている。さら
に，日本の商業を検討する際に商業集積の検討は欠くことができないが，今回
利用するr立地環境特性別統計編』ぱ商業集積を単位とした集計であり，従来
からの産業別，規模別，経営主体別などといった視点では得られない重要なデ
ータを提供するものである。したがって，統計精度上の間題があることを配慮
　1464
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本稿ではr商業統計」を利用して商業集積を検討していきたい。
　3－2　r商業統計」におげる立地環境特性について
　ここにおいては，r商業統計」のr立地環境特性別統計編』を利用することに
よって，本稿の主題である商業集積の構造と変化について明らかにしていく。
　この集計は，小売業をr原貝聰として，都市計画法に基づき立地環境を次のよ
うに区分及び定義」している（通産省，1985，5頁）。商業集積地区の概念につ
いてぱすでに述べたわげだが，それ以外の地区との対比のために，改めて全体
とともに。掲げることにする。
　　　特性別　　　　定義
　　商業集積地区ωおおむねひとつの商店街をひとつの商業集積地区とす
　　　　　　　　　　る。
　　　　　　　　　（イ）ここでいう商店街とは，原則として各市区の商店街連
　　　　　　　　　　合会に所属しているもの及び所属していなくとも同規模
　　　　　　　　　　の商店街をいいます。
　　　　　　　　　（ウ）上記の他，駅ピル，寄合百貨店等の多事業ビルもひと
　　　　　　　　　　つの商業集積地区とする。
　　オフィス街　　都市計画法第8条の商業地域であり，上記「商業集積地
　　　　　　　　　区」の対象とならない地区とする。
　　庄宅地区　　都市計画法第8条の第1種，第2種筐居専用地域及び住
　　　　　　　　　居地域とする。ただし，団地は除くものとする。
　　庄宅団地地区　　都市計画法第8条の第1種，第2種住居専用地域及び住
　　　　　　　　　居地域であり，上記r住宅地区」の対象とならない地区と
　　　　　　　　　する。
　　工業地区　都市計画法第8条の準工業地域，工業地域及び工業専用
　　　　　　　　　地域とする。
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　　農漁山村・　都市計画法第7条の市街化調整区域及び上記「商業集積
　　その他地区　地区」からr工業地区」までの区分に特性づけされない地一
　　　　　　　　　域とする。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（通商産業省，1985，5頁）
　これをみると，r商業統計」でいう商業集積とは商店街が基本になっている
わげだが，r他事業ビル」とよぱれるテナントで構成された商業施設もこれに
含まれているわげで，いわゆる商店街だげではないことになる。｛6］また，オフ
ィス街から農漁山村・その他飽区までをあわせて，本稿においてはr商業集積
地区以外」もしくはrそれ以外の地区」と呼ぶ場合がある。
　3－3商業集積地区の概要と地位
　商業集積の商業穣造そのものに言及する前に，この特性ごとの状況をみるこ
とにする。はじめに商店数は昭和60年に全体では162万8，644店であるが，そ
のうち商業集積地区ば65万4，433店で，40．2劣を占めている。他の立地環境特
性に較べると，一番高い構成比を有している。第2位ば，住宅地区で47万4，149
店であり，29．1％である。農漁山村・その他地区は，31万5，538店（19．4％）
とたっている。これら以外の3特性でば，10万店に満たない（図表一1参照）。
この数値は昭和54年からみることができるが，商業集積地区の商店数構成比は，
図表一1　立地特性別商店数構成比
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昭和54年に38．9％，昭和57年に39．4％，そして昭和60年には40．2％とわずかず
つではあるが，上昇している。これに対して，住宅地区，オフィス街の構成比
は，わずかではあるが減少している。住宅団地地区，工業地区，農漁山村・そ
の他地区は，いずれも構成比の変化ぱほとんどない。昭和60年のr商業統計」
では，全都道府県において商店数が減少Lたことが注目されたが，立地環境特
性別にみると，やぱり，昭和57年から昭和60年までの間で各特性いずれにおい
ても商店数は減少している。昭和54年から昭和57年までの問だけをみると，オ
フィス街においてはすでに商店数が減少Lている（年平均増減率，一0．9％）。
昭和57年から昭和60年までの年平均増減率をみると，全体では一1－9％である
が，商業集積地区は一1．2岩で，年平均増減率は全体より高くなっている。年
平均増減率の低いのは，住宅地区，工業地区の一2．6％，オフィス街の一2．4
％である。これらをみると，商業集積地区の商店は商店数の構成比は高く，玄
さに商店の立地の主要部分であるが，昭和57年から昭和60年にかけて商店数の■
減少のなかで，商業集積地区の年平均の減少率は低く・むLろ住宅地区のほう
が商店数の減少に高い寄与をしていることになる。昭和57年から昭和60年まで
の増減寄与率（全体の増減数に占める当該特性地区の増減数の割合）でみると。
住宅地区は41．3％と高く，商業集積地区は24－8％である（図表一2参照）。
　商店数につづいて，従業員数，年閻販売額，売場面積についてもみることに
する。商業集積地区の小売業全体に対する構成比は，商店数，従業員数，年間
販売額，売場面積はそれぞれ，40．2％，45．1％，48．0％，51．9％となっている。
商業集積地区は目本の小売業の中で，商店数では約4割を占めているが，年聞
販売額，売場面積では約半分を占めていることがわかる。先に記した通り，商
店数の構成比は上昇しているが，従業員数，年間販売額のシェアは低下してい
る。特に年問販売額の構成比は，昭和54年の50．3％から昭和60年の48．0％まで、
2．3ポイソトの低下である。売場面積ぱ昭和54年から昭和57年まで低下したが，
昭和60年までの閻には上昇に転じている（図表一3参照）。
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図表一2　立地環境別商店数減少寄与率
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　それぞれの数値の増減をみると，従業員数は昭和54年から昭和57年にかげて
は全体で2．2劣，商業集積地区で1．8％の増加であった。昭和57年から昭和60
年の間には全体，商業集積地区ともに，増減率は一0－2％であっれ増減率の
もっとも低いのはオフィス街で，一1．4劣である。住宅団地においては，1．9劣
の増加となっている。年問販売額は昭和54年から昭和57年，同年から昭和60年
までの問，いずれも名目では減少Lていない。昭和57年までが，8－5％の増カロ，
60年までが，2，8％の増加である。商業集積地区は7．2％，2，4劣，と全体より
低い伸びとなっている。特に昭和54年から57年にかげては，各特性のなかでも
っとも低くなっている。また，もっとも増減率の高かったのは住宅団地で，4．6
％である。本稿ぱおいては年問販売額を消費者物価指数で実質化せずに名目値
であつかうが，傾向を知るためにここにおいてだけは，実質化した年平均増減
率をみることにする。全体では昭和54年から昭和57年までが3．1％，昭和57年
から昭和60年までが1，2％と実質的にはほとんど伸びていない。商業集積地区
においてはそれぞれ，1．9，O．8％と増減率はさらに低くなっている。
　売場面積は全体では昭和54年から昭和57年まで3．6％の増加であったが，昭
和57年から昭和60年までは一0．3％と減少Lている。その中にあって，商業集
積地区は0．2％の増加となっている。住宅団地地区では0－8％の増加である。
それ以外は減少しており，農漁山村・その他地区で一1．4％，住宅地区で一0．＆
劣であり，どちらも売場面積減少寄与率でみると，59．4％，56．5％と大きくな
っている。
　商業集積地区の特徴をさらにみるために，比率をとってみることにする。1
商店当たりの年間販売額は全体では6，246万円であり，商業集積地区では7，463
万円である。同数値のもっとも高いのは工業地区で8，924万円であり，商業集
積地区は全体より高いものの，順位的には第3位である。増減率をみると，
3．6％と一番低くなっている。従業員1人当たりの年閻販売額をみると，全体
では1，607万円であり，工業地区，オフィス街，商業集積地区の順となってお
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り，商業集積地区の従業員1人当たりの年間販売額は1，710万円であ札売場
面積当たりの年問販売額をみると，全体では108万円であ乱順位をみると，
工業地区，オフィス街，住宅地，商業集積地区となっている。商業集積地区は
100万円であり，全体と較べるとそれ以下である。ここで，工業地区の数値が
大きいが，商店数の構成比ではわずかに4．4％を占めるだげであることに注意
する必要がある。
　1店当たりの売場面積をみると，全体が58m2であるなかで，商業集積地区
は75mヨと他の特性地区を大きく上回っている。商業集積地区以外の地区の1
店当たりの売場面積は垂7m2であり，商業集積地区の商店の売場面積は，それ
以外の地区の1I6倍あることになる。つまり，商業集積地区の店舗は，それ以
外の地区の店舗より大規模なことがわかる。1店当たりの従業員数は，全体で
3．9人に対して，商業集積地区は4．4人と多くなっている。この2点と係わる
ことであるが，従業員1人当たりの売場面積は全体で14．9血2であるが，商業
集積地区は17・2m2であ乱したがって，従業員の密度は低いことにな飢そ
の理由としてセルフサービスの導入状況の差が考えられるが，それを裏付ける
データは立地環境別統計編には集計されていない。
　ここまで，商業集積地区の特性を明らかにするためにそれ以外の地区との比
較を行ってきたわげだが，これらより，商業集積地区の特徴は次のようにまと
めることができる。商店数自体は昭和57年から昭和60年までに年平均増減率が
一1．2劣と減少しているが，構成比は40．2劣と高く，商業集積地区は商店の立
地の主要部分であることがいえる。商店数構成比は，集計の開始された昭和54
年から上昇している。減少寄与率は24．8劣と低く，今回の商店数減少が商店数
の構成比の高い商業集積地区ではなく，特に住宅地区を中心とする商業集積地
区以外での減少が主となって起こったことがわかる。
　商業集積地区の年問販売額は，全体の約半分を占めてい私しかし，その構
成比は低下してきている。増加Lているのは農漁山村・その他地区であり，例
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えぽ，ロード・サイド・ビジネスの進展といった商業集積地区以外での購買の
割合が増加Lてきていることが考えられる。また，商業集積地区の売場面積は，
それ以外の地区がいずれも減少しているなかで徴増Lた。これは売場面積の小
さな店舗が転廃業し，売場面積の大きな店舗が参入することにより発生してい
ることを意味している。そのなかにあって，年間販売額の増減率はそれ以外の
地区に較べ低くなっている。したがって，商業集積地区の商店は1店当たりの
規模の変化は起きているが，それが，年問販売額の増加につながらないで，いわ
ばパイの大きさが同じで，規模に関する構成の変化が生じていると推測される。
　その他に，商業集積地区の商店の売場面積は犬きく1店当たりの規模は犬き
いが，その1店当たり年間販売額は決して大きくはない。また，従業員もそれ
以外の地区よりは多くなっている。
　3－4商業集積地区の産業別動向
　　3－4－1産業中分類による
　本節においては，商業集積地区の現状を産業分類の視点からみていくことに
する。これにより上述の全体的な視点より，さらに商業集積地区の特徴がでて
くることにな私まずはじめに，産業中分類別の商店数をみることにす札商
業集積地区におぺて昭和60年に商店数のもっとも多い産業分類は，欽食料品小
売業で22万7，802店（穣成比34．8％）となっている。つづいて，その他の小売
業19万3，706店（同29．6％），織物・衣服・身の回り品小売業14万3，246店（同
21．9％）の1贋になっている。これをみると，飲食料品小売業が多いわげだが，
商業集積地区以外の産業中分類別商店数とあわせてみると，織物・衣服・身の
回り品小売業に商業集積地区の商店構成の特徴があることがわかる。すなわち，
商業集積地区以外では飲食料品小売業の商店数が44万3，388店（同45．5％），そ
の他の小売業27万3，994店（同28．1％），家具・建具・じゅう器小売業10万3，565
店（同10，6％）となり，第4位に織物・衣服・身の回り品小売業が8万6．360
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1471
　368　　　　　　　　　　早稲田商学第327・328合併号
店（同8．9劣）となっている。Lたがって，織物・衣服・身の回り品小売業の
構成比は商業集積地区が21．9％であるのに対して，それ以外の地区では8－9％と
2倍以上の開きがあるわげである。その分，飲食料品小売業の構成比が34．8％
対45．5劣と，商業集積地区以外のほうが大きくなっている（図表一4参照）。こ
のことは，産業中分類別の商店数特化係数（産業別の商店数の対小売業計構成
比÷小売業全体の商店数の対小売業計構成比）をみても，織物・衣服・身の回
り品小売業が155．3と非常に高くなっている。つづいて，各種商品小売業が
133．3，その他の小売業が103，1となってい飢ここまでが，対小売業計構成比
が100を超えており，家具・建具・じゅう器小売業，飲食料品小売業，自動
車・自転車小売業はそれぞれ99．6，84．5，55，3となっていて，特化係数が100
以下すなわち，小売業計の構成比より低い穣成比であることがわかる（図表一
5参照）。
　次に，産業分類別の商店数の増減をみることにする。全体では昭和54年から
図表一4　産業中分類別商店数構成比
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昭和57年にかげて欽食料品小売業がすでに商店数は減少しており，年平均増減
率は一〇．4％である。同時期に商業集積地区はO，6％の増加，それ以外の地区
は一0．9％と減少している。Lたがって，昭和54年から昭和57年の間の欽食料
品小売業の商店数の減少は，商業集積地区以外の商店数滅少によっていること
がわかる。商業集積地区では昭和57年から昭和60年にかげては，全体では一1・2
％と減少している。そのなかで，自動車・自転車小売業の商店数だげは増加し
ている。それ以外の産業分類ではすべて減少している。各種商品小売業（一0．3
劣），その他の小売業（一0，4劣），織物・衣服・身の回り品小売業（一〇．9劣）
は，全体より増減率が高いことがわかる。これらに対Lて，飲食料品小売業
（一1．7劣），家具・建具・じゅう器小売業（一2．5％）の減少が目立っている。
なお，商業集積地区以外では特に各種商品小売業の減少が著しい。
　次に，年問販売額をみる。商業集積地区において，年閻販売額の高い産業は，
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昭和60年では飲食料品小売業で13兆1，971億円である。つづいて，各種商品小
売業の11兆8，541億円，その他の小売業の10兆32億円となっている。それぞれ
の全体に対する構成比は，27．0劣，24．3劣，20．5劣となっている。各種商品小
売業は商店数ではわずかに0．2劣を占めるにすぎないが，年問販売額の構成比
では約4分の1を占めているわけである。ここで比較のために商業集積地区以
外をみると，構成比の犬きいのは飲食料品小売業で35．2劣，その他の小売業の
30．7％である。17〕商業集積地区で大きかった各種商品小売業は3．8％，織物・衣
服・身の回り品小売業でも5．1％を占めるだげである（図表一6参照）。
　産業別年間販売額の全体に占める商業集積地区の構成比をみると，各種商品
小売業が85．6％，織物・衣服・身の回り品小売業が74．9劣となっており，これ
らは商業集積地区を特徴づげる産業であることがわかる。これ以外はいずれも，
商業集積地区以外の地区において50％を超えている。特に商業集積地区以外の
自動車・自転車小売業の地区合計に対する構成比は，約85％に達している。各
　　　　　　　　　　図表一6　産業中分類別年販額構成比
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種商品小売業の構成比は高いが，昭和54年の88．4％から昭和57年の85．6％，昭
和60年の85．6％と昭和54年と57年の間で低下Lたことがわかる。ここで，年問
販売額についても，商店数と同様に特化係数を算出すると，昭和60年で各種商
晶小売業が178．2，織物・衣服・身の回り品小売業が156．0となっており，商店
数以上に年間販売額において，この2つの産業分類が商業集積地区において集
中していることがわかる（図表一7参照）。
　年間販売額セこついて最後に年平均増減率をみると，昭和57年から昭和60年に
かけて商業集積地区の小売業計は2．4％であるが，それを上回っているのぱ自
動車・自転車小売業の7．6％，各種商品小売業の3．1劣，飲食料品小売業の3，0
％である。織物・衣服・身の回り品小売業は特化係数は高いが，増減率は1．1
％と各産業分類の中で最低の値となっている。これに対Lて商業集積地区以外
では織物・衣服・身の回り品小売業の増減率は3．9％で伸びてきているヒとが
図表一7　商業集積地区産業中分類別年問販売額特化係数
その他の小売業
　　　　180　各種商品小売業
　　　　　　178．2
　　　　140
　　　　／
　　　　100
　　　　　60
79．5　　20
　織物・衣服・身の回り晶
156．0　　　　　　小売業
家具・建具・
じゅう器小売業
　　　　31，5　　　　86，499．1
飲食料品小売業
自動車・自転車小売業
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わかる。昭和54年から昭和57年の年平均増減率と，昭和57年から昭和60年の年一
平均増滅率を比較Lてみると，前者より後者のほうが増加Lたものとして，商
業集積地区，それ以外の地区ともに自動率・自転車小売業がある。これ以外は
いずれも増減率が低下している。
　産業中分類でみると，商業集積地区は織物・衣服・身の回り品小売業の商盾’
数と，各種商品小売業と織物・衣服・身の回り品小売業の年問販売額に特徴が・
ある。織物・衣服・身の回り品小売業の商店数はさほど減少していないが，年・
聞販売額の伸びは低くなっている。また，自動車・自転車小売業は商業集積勉
区に蝋・てウエートが低いものであるが，増滅率は他の産業分類に較べて高く
なっている。
　商業集積地区以外では，欽食料品が商店数、年間販売額共に最大の構成比を・
誇っている。年聞販売額ではその他の小売業の穣成比が犬きいが，これほガソ
リン・ステーションの存在によっている。
　　3－4－2産業細分類による
　商業集積地区の現状と動向を産業中分類レベルでみてきたが，さらに詳紐こ
知るために産業細分類レベルでみることにする。ここでは商店数の増減の視点
から検討してい㍍はじめに産業細分類としてr商業統計」に用いられている
産業数を記すと，中分類，小分類，細分類を合わせて，90ある。この内，分類
のレベルに関わりなく，増加した産業数をみると，全国で17産業，商業集積埴
区で21産業，商業集積地区以外では15産業となっており，商業集積地区のほう
が増加した産業の数は多くなっている。
　全国の商店数の減少を1，000とLて，産業別に商業集積地区とそれ以外の地一
区の両方に関して同時に減少寄与率を算出する。それに基づくと，商業集積地一
区以外におげる欽食料品小売業（中分類）が，462．6と半数近くを占めている
ことが判明する。その内訳をみると，非製造の菓子小売業（細分類）の156．4
を中心とした菓子・バン小売業（小分類）が223I4となっている。商業集積地二
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．区におげる，非製造の菓子小売業の減少寄与率は34．1であるので，同業種にお
いて商業集積地区以外の減少が中心であり・それが全国の商店糞の滅少に大き
く関わっていることがわか孔産業分類のレベルにかかわらず次に夫きい寄与
率となっているのは，商業集積地区の飲食料品小売業（中分類）で，123・5と
なってい乱そのなかでは，商業集積地区以外におけるほど大きくはないが，
芽製造の菓子小売業（細分類）を中心と一して菓子・パン小売業（小分類）が51．6
となっている。ここで全国で275．0の減少寄与率と減少数の約4分の1を占め
ている菓子・バン小売業をみてみると，パンに較べて菓子の減少が目立つが，
製造，非製造でわげると，パ：■を製造Lている商店の商店数は増加しており，
流通構造のみならず，生産穣造，消費構造も大きく変化Lていると推測される。
　減少寄与率が次に大きいのは商業集積地区以外の家具・建具・じゅう器小売
業（中分類）で，122．4である。その中では家具・建具・畳小売業（小分類）
が56．7となっている。この中分類に含まれる細分類は10あるが，家庭用電気機
械器具小売業の28．2と製造の建具小売業の23．1が高いが，特にある分類の減少
寄与率が高いわげではない。減少寄与率が100以上の分類は，以上の他に商業
一集積地区以外の織物・衣服・身の回り品小売業（中分類）でユ02．8となってい
る。その中では製造の男子服小売業，呉服・服地小売業の減少が著しい。この
中分類のなかで婦人服・子供服は増加しており，減少寄与率は一2．9であり，
商業集積地区の同分類をみると，一43．5である。〔割
　商業集積地区とそれ以外の地区のユ80分類のなかで商店数が増加した分類は
あわせて36あるが，そのなかから増加した商店数の大きいものを順に挙げると，
最も増加したのは商業集積地区の婦人・子供服小売業である。表に掲げた産業
だげが，滅少寄与率が一10以下である（図表一8参照）。
　この項の最後に商業集積地区の減少寄与率の大きた分類を列挙すると飲食料
品小売業が100を超えており，それ以外ぽユ00未満である。表に掲げたものが
商業集積地区において店舗の減少の著しかった産業となるわげである（図表一
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図表一8　地区別産業別商店数増減上位
地区別産業分類
商店数減少
　それ以外の地区の欽食料品小売業（中分類）
　それ以外の地区の菓子・パソ小売業（小分類）
　それ以外の地区の非製造の菓子小売業（細分類）
　商業集積地区の飲食料品小売業（中分類）
　それ以外の地区の家具・建具・じゅう器小売業（中分類）
　それ以外の地区の織物・衣服・身の回り品小売業（中分類）
商店数増加
　それ以外の地区の各種食料品小売業（小分類）
　それ以外の地区の医薬品・化粧晶小売業（小分類）
　それ以外の地区の料理品小売業（綱分類）
　商業集積地区の料理品小売業（細分類）
　それ以外の地区の化粧品小売業（細分類）
商業集積地区の婦人・子供服小売業（小分類）
減少寄与率・1
462．6
232．4
156．4
123．5
122．4
102．8
一14．4
－16．8
－17．3
－17．7
－18．5
－43．5
‡滅少審与率なので増加の場合はマイナスとなる。
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図表一9 商業集積地区の商店数減少寄与率上位
産　　業　　分　　類 減少寄与率
飲食料品小売業（中分類） 123．5
家具・建具・じゅう器小売業（中分類） 57．7
葉子・パソ小売業（小分類） 51．6
織物・衣服・身の回り品小売業（中分類） 40．1
「商業続計」より作成
9参照）。
　ついで・上述の地区別産業細分類別商店数の年平均増減率をみることによっ・
て，今後の商店数の推移を考える上での手がかりが得られるはずである。商業
集積地区では，非製造のパン小売業が一7．6劣ともっとも増減率が低くなって
いる。つづいて，建具，男子服，豆腐・かまぼこ等加工食品となっているが，
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いずれも製造小売である。これらは伝統的な製品を扱っており，サヅシ，既製
服，パッケージ入り商品などにとって変わられた部分の多い産業といえる。増
加したものとLては，他に分類されない織物・衣服・身の回り品小売業が6．5
％と高くなっている。つづいて，料理品小売業，婦人・子供服小売業，他に分
類されない飲食料品小売業となってい乱ここでr他に分類されない」とつく
分類が2つ挙げられたが，商業集積地区において商店数の増加した分類をみる
と，r他」がキーワードの一つになっていることがわかる。すなわち，伝統的
な業種店から，業態店への移行が窺える。また，同じ製造小売でもパン小売業
が商店数の増減率の第5位に入っているが，こちらは，大量生産のパンから，
出来たてのパンが好まれるなど産業分類毎に変化が激Lくなっている。
　商業集積地区以外の地区の商店数の増減をみると，その他各種商品小売業が
一14．0％でもっとも増滅率が低い。これは従業員50人未満の百貨店やいわゆる
よろずやであって前述のr他」とは異なり，従来からの店舗形態であることが
わか乱つづいて，各種商品小売業，非製造のパン小売業，乾物小売業は昭和
57年から昭和60年までの間，1年問に10劣以上の店舗が減少したことになる。
商店数の増加Lているのは，その他の中古品小売業，その他のじゅう器小売業，
化粧品小売業，他に分類されない織物・衣服・身の回り品小売業などとなって
いる。ここでも，商業集積地区において記したように「他」を含む産業分類が
多くなっている（図表一10参照）。
　商業集積地区とそれ以外の地区とのあいだで，増減率の符号が異なる分類，
つまり，両地区において増加と減少とがそれぞれ発生Lた分類は，9産業ある
が，そのなかで商業集積地区以外が増加しているのは，燃料小売業と，書籍・
雑誌小売業の2産業だげである。商業集積地区が増加しているのは，他に分類
されない飲食料品小売業，非製造の畳小売業，花・植木小売業などの分類であ
る。また，増減率の差の犬きい分類ぱ，各種商品小売業で10I9ポイントの差と
なっている。これは，商業集積地区以外の地区の減少が著しいことを示してい
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ユ479
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図表一10産業細分類別商店数年平均増減率
商業集積地区
商店数増加
　他に分類されない織物・衣服・身の回り品小売業
　料理品小売業
　婦人・子供服小売業（小）
　他に分類されない飲食料品小売業
　パソ小売業（製造小売）
商店数減少
　その他の各種商品小売業（小）
　豆腐・かまぽこ等加工食品小売業（製造小売）
　男子服小売業（製造小売）
　建具小売業（製造小売）
　パソ小売業非（製造小売）
6．5％
3．4
3．0
2．3
2．2
一5．垂％
一5．7
－6．8
－6．9
－7．6
それ以外の地区
商店数増加
　その他の中古品小売業
　その他のじゅう器小売業（小）
　化粧品小売業
他に分類されない織物・衣服・身の回り品小売業
　料理品小売業
商店数減少
　豆腐・かまぽこ等加工食品小売業（非製造小売）
　乾物小売業（小）
　パ：■小売業（非製造小売）
　各種商品小売業（中）
　その他各種商品小売業（小）
4．4％
4．0
3．4
3．4
2．7
一9．1％
一10．0
一ユO．7
－11．1
－14．O
（小）は小分類，（中）は中分類，それ以外は細分類である。
「商業統計」より作成
る。ついで，その他各種商品小売業（8．5ポイント），豆腐・かまぽこ等加工食
品小売業，乾物小売業となっている。
　これらをまとめると，商店数の減少寄与率からみると，商業集積地区以外で
の飲食料品小売業がもっとも減少し，特に，非製造の菓子小売業の減少が著し
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い。商業集積地区を中心に商店数の増加Lた産業は，産業細分類の90産業のう
ち，21を占めている。この21産業の産業名をみると，「その他」がキーワード
となっていることがわかる。商業集積地区の商店減少寄与率は24．8％であり，
それ以外の地区と比較すると，増減率は高くなっている。90産業のうち，商業
集積地区以外が増加しているのはわずかに2産業しかない。
4．商業集積の階層と大型店
　4－1商業集積の個別動向
　すでに，r商業統計」の『立地環境特性別統計編』を利用して，商業集積の特
徴を記Lてきた。ここにおいては，同編を利用して，さらに商業集積の構造と
変化を，主に階層と，大型店の視点からみてゆく。
　商業集積の階層の分類は通常，近隣型，地域型，広域型と分類されている。
その特性はそれぞれの階層によってかなり異なるものである。Lたがって，商
業集積をみる場合に全体だげではなく階層に注目して，階層ごとの変化を提え
ることが不可欠である。そこで階層別に特性をみていく。
　ぱじめに，昭和57年の調査においては，1万2，745地区が，昭和60年の調査
では，1万2，947地区が商業集積地区とされている。その差は202となる。＝9］昭
和57年に商業集積地区の商店数は65万3，202店，60年には62万4，379店と2万
8，854店減少している。1商業集積地区当たりの商店数は5ユ．2店から48．2店と
3店減少し，その年平均増減率ぱ一2．0劣である。また，年間販売額は増加し
ているが，従業員数，売場面積ともに減少しており，増減率はそれぞれ，一110
劣，一0．4劣となっている。したがって・これら4つの指標を比較すると，ユ
商業集積地区当たりの商店数の増滅率がもっとも低いことがわかる。そしてこ
のことは，従業員の少ない商店，売場面積の小さい商唐が商業集積地区におい
て減少していることを意味している（図表一一1参照）。
　っづいて，商店数20店ごとに，商業集積地区を区分し，それごとに商業集積
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図表一11商業集積地区の動向
■
項 目 i 57年 」 60年1 1増減率
■
商業集積数 ！ 12，745■■ ・ら…1 0．5■
商店数 ■ 653，203 624，379≡ 一L5
1商業集積当たり　．　　　　　　　■商店数　　　1
51．2 48．2 一2．0
年間販売額
」?
34億4，000万円一1 36億3，100万円 1．9
従業員数 217．6人■■ 211．6人 一1．0
売易面積 1 3，717．6m里ヨ 乳・・㈹1 一〇I4
減率1
　「商業統計」より作成
地区を構成する商店数の増減をみることにす私ここでは昭和57年の商店数を
基準にして，比較可能な1万2，694の集積に関して商店数20店刻みの各区分ご
とに，各商業集積地区の商店数が昭和60年時点で減少，維持もしくは増加のい
ずれになっているかを集積の数で示したものである。はじめに増滅ではなく，
商店数ごとに構成をみる。全体の中で，商店数20店～39店の商業集積地区が
34．1劣を占めている。つづいて，40店～59店が19．5劣，19店以下が18．5劣とな
っており，商店数59店以下の商業集積地区が全体の72．8％を占めていることに
なる。さて，商店数の増滅は，全体の70．7劣の商業集積地区では商店数が減少
Lている。増加したのは全体の19．4劣であり，57年と60年で商店数の純増減が
ない維持の場合が9．9劣となっている。したがって，7割の商業集積地区にお
いて商店数は減少しているわけである。各商店数の区分ごとに増減の構成比を
とってみると，商店数19店以下では56．1％から100店以上の83．3％に至るまで，
80店～99店において40店～59店の割合より若干低くなっているものの，全体的
傾向として，構成商店数が多くなるにつれて，商店数の減少した商業集積地区
の割合が増えている（図表一12参照）。
　商業集積を分析する際には，すでに第2章で述べたように階層別にみること
がおこなわれている。今回分析に利用Lたデータだげでは，従来からいわれて
いる階層にあわせて明確に分類することは不可能であるが，それに近似した窺
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図表一12商業集積の商店数階層別の商店数の増滅
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型化をおこない，それを分析の単位としたい。
　本来，年間販売額，商店数，業種構成，立地などから類型は決められるが，
正確に決定することは難しく，商業集積に関する調査の一つである中小企業庁
のr商店街調査」では回答者である商店街自身が判断している。それによると，
回答商店街のうち近隣型商店街が73．5劣，地域型が17．2劣，広域型が5．1劣で
あ乱これは全国を対象とLたものであるが，昭和57年のr商業統計」の東京
都の独自集計であるr東京の商業集積地域』によると，東京都の商業集積を同
じく3類型に分類Lてい乱ここでは近隣型が54．2％，地域型が35．4％，広域
型が7．9％となっている。これば主にr商業統計」を用いて分類されている。
それによると，商業集積地蜘こおける各数値をみると，1商店当たりの年聞販
売額が階層ごとに差がもっとも大きくなっている（図表一13参照）。Lたがって、
ここではそれを用いて分類することにする。
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図表一13商圏別分類概要
ト1lljl、£数1溝嘉，l1篶汽溝慧比
．　　　■　　　　　　　店1総　　数■491小売業　62，856
　　　　一　　食堂等　　32．174
1　　　　　　　■！1．広域型1．39小売業　　9，08ユ
j、地或型．、、、篇婁、：llll
「　1食堂等閉・・
■磯1266≡簑：llll；
　％　　　　　人　　　　％
100．0　　　328．289　　　100．0
100．0　　185．133　　100，0
14．4　　108．209　　33．0
：lll、：llllll：l1
39，4　　　64．836　　　35．O
l：1ガ：：；：1：lll
　　　m2　　　　劣
4，713．153　　　100．O
1，745．301　　　　37．0
1，620．850　　　34．4
1，260，716■　　　26．7
特性区分来客収容客数1年聞販売額　・商業集積地域当たl
　　　　1実数穣成比実数構成比嚢店籔藷嚢譲震売嬰
j総数　　庸　劣
　　　　　1，248．577　100，0
1．広域型
2．地域型
3．近隣型
374．864　　30．0
456．826　　36，6
310．541　　24．9
　　百万円劣店人m2　席百万円6，824．777　100．0　128　　　669　　9．599　　　　　　　　13．900
1， 27．015　100．0　　66　　　377　　　　　　　　2．543　　　2．092
3，409．090　　50．0　233　2．775　44．751　　　　　　　87．413
　389．658　　37．9　161　1．559　　　　　　　　9．612　　　9．991
1，930，ユ79　　28．3　141　　　646　　9・315　　　　　　　　11．093
　324．064　　31．6　　73　　　373　　　　　　　　2．625　　　1．862
1，319．272　　19．3　103　　　371　　4．740　　　　　　　　　4，960…1・・1λ・1・・・・・　・・・・…
（注）この分類は業態別分類で「2．卸売業中心型」「3．款食店中心型」となoた13地域のうち12地域を集計Lて
　いないため内訳計は総数と一致しないo
東京善再，　1984，　20頁
　昭和57年から昭和60年にかけての，階層ごとの動きを知るためのものである
から，昭和57年におげる数値を利用して分類する。1商店当たりの年間販売額
は，平均で6，OOO万円である。量高で86慮3，000万円となっている。商業集積
地区の数の上位10劣，25劣にあたる1商店当たり年間販売額は，それぞれ1慮
14万円，6，165万円である。これと，上記の2つの調査の結果をあわせて，こ
こでは1商店当たり年間販冗額が5，000万円未満，それ以上1億円未満，それ
以上の3類型に分類して分析することにした。これは従来からの近隣型，地域
　i484
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型，広域型といった分類に近似Lたものを目指Lてい乱しかL，データの制
約があり今回の分析では，1商店当たりの年間販売額による分類を従来と同じ
名称とはしないで，ここでは類型A，類型B，類型CとL，以下のように規定
する。
　　類型A：1商店当たりの年問販売額が5，O00万円未満の商業集積地区
　　類型Bニエ商店当たりの年問販売額が5，000万円以上，1億円未満の商業
　　　　　　集積地区
　　類型C：1商店当たりの年問販売額が1億円以上の商業集積地区
　商業集積地区をこの類型ごとにみていくことにする。階層分類の可能な商業
集積地区の数は，類型Aでば8，043集積，類型Bでは3，136集積，類型Cでは
1，274集積となっており，檬成比はそれぞれ64．6％，25．2％，10．2％である。
この各類型ごとに商店数，従業員数，年間販売額をみると，昭和60年の各数値
をみると，類型Aは商店数ば半数を超えているが，従業員数，年間販売額はこ
の順に構成比が低く，後者は約3割を占めるにすぎない。類型Cにおいて商店
数は10．2劣を占めるだげであるが，年間販売額は4割を占めており，類型Aと
対照的な構成となっている。
　さて，類型ごとに．商店数の増減はどの様になっているかをみることにしよ
う。1商業集積地区当たりの商店数は，類型Aでは昭和57年に45．9店であった
のが，昭和60年には42．6店と年平均増減率が一2，5％となっている。類型Bで
は同時期に，60．6店から57．4店へ一1．8劣の増減率である。類型Cでは同じく井
68．O店から66，6店へと減少Lているが，その増減率は一0．7％である。Lたが
って，階層が上がるにしたがって，1商業集積地区当たりの商店数の増減率が
高くなっていることがわかる。
　1商業集積地区当たりの従業員数は，昭和60年に類型Aが138．0人，類型B
が265．0人，類型Cが558．4人と，類型Aと類型Cの間には約4倍の開きがあ
る。また，増減率は，類型Cが一1．6％で類型A，類型Bより減少の度合が高1
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い。午問販売額は，昭和60年に1商業集積地区当たり類型Aは16億円である。
同じく類型Bは43億円，類型Cは148億円とたっており，こちらは類型Aと類
型Cで8倍以上にのぼる差が生じている。年間販売額の年平均増滅率をみると，
類型Aが2．3劣，類型Bが1．3％，類型Cが0．7％となっている。集積を単位
とすると，類型Aの年間販売額の伸びが一番大きいわげである。
　上で言己したような，1商業集積地区当たりの状況と共に，年間販売額につい
ては1商店当たりでみると，昭和60年に類型Aは3，740万円，類型Bは7，520
万円，類型Cは2億2，230万円となっている。この年間増減率は4．9劣，3．3％，
1．4劣となっており，類型Aの伸びが大きくなっている（図表一14参照）。
図表一14
　基準（1店当たり年閻販売額）
　集積数（比較可能集積）
＝同（構成比）％
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1商店数　　　57年
　　（店）　　　　　60年
　　　　　　　　　　増減率
ヨ　従業員数　　　　　57年
　　（人）　　　　　60年
1　　　　　　　増滅率
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　このようにみてくると，商業集積地区を，類型Aから類型Cまで3階層にわ
けたわけだが，商店数の減少に焦点をあてると，類型Aに属する商業集積地区
の商店数の減少が他の類型より著しい。この類型Aは商業集積の通常の分類で
は近隣型に相当する。したがって，通常の分類を用いるならぱ，近隣型の商業
集積において地域型，広域型より商店数が減少したと推測でき乱
　4－2大型店の商業集積に与える影響
　商業集積における大型店は階層分類にも影響を与えるものであり，さらに集
積自体に大きな影響を与えるものである。今回の商店数減少にあたり，大型店
の影響が指摘されているが，実際にはどのようになっているかをみることにす
る。ωその際，ここにおいても，上述の階層の概念をとりいれていく。
　はじめに，商業集積単位と犬型店の数をみていくことにする。昭和57年に
500m2以上の犬型店は全国で1万5，918唐ある。そのうち，商業集積地区にあ
るのぱ8，533店で，53．6％を占めている。ここでは分析対象とするのは昭和60
年と比較可能な商業集積地区および大型店である。この商業集積地区の数は合
計657集積であり，そこにおげる大型店の数は57年には2，538，60年には2，405
となり，年平均増減率が一1．8％で減少している。大型店は第1種と第2種に
分類されるが，前者では0．8劣の増加であるが，後者は一3，8％と減少してお
り，売場面積の少ない夫型店が減少している。ここでも階層に注目すると，昭
和60年の1集積当たり第1種大型店数は類型Aで1，2店，類型Bで1．4店，類
型Cで2．0店となっており，第2種夫型店舗数でもそれぞれ1．7店，1．8店，2．3
店となっており，階層が上がるにLたがって大型店が1集積に多くなっている
ことがわかる。階層が上がるほうが，第1種大型店の構成比は高いが，年平均
増減率をみると，階層が低いほど高くなっている。第2種については類型Bの
増減率が一番低い（図表一15参照）。
　この分析対象の商業集積地区において，分析対象の657集積のうち過半数の
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図表一15商業集積地区におげる犬型店
類　型 集積数
第1種大型店　　　年平均 第2種大型店　　年平均
・・年1 60年，増減率 57年 ・・年1増滅率
一
類型A 43 46≒ 51 3．6 76 71 一2．3類型B 298 381 402 1．9 591 522 一4．2類型C 317 628 628 O．O 816 731 一3．7
合　計 657 1，055 ユ，081 ■■ O．8 1，483 　　一1・3241一3．8
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336集積においては第1種，第2種大型店とも商店数の純増減はなく，大型店
数は同じである。少なくとも第1種，第2種いずれかが増加したのが95集積で
ある。減少したのは165である。のこりの31集積は第1種，第2種の増減が椙
反している。
　さて，本節での主題である大型店の商店数に与える影響に移ることにする。
夫型店のある商業集積地区全体での小売業商店数の年平均増減率は一1－0で，
小売業全体の一1．9よりは増減率が低いものの，商業集積地区全体の一1．2と
は0，2ポイントの差でしかたい。これを，第1種，第2種の大型店の商店数の
増滅ごとにみると，図表一16のようになっており，全体でみると4x4のマト
リックスのなかで増加したセルは6セルであ乱増減率の大きいものは第1種
増加，第2種緯持の4．3％，第1種減少，第2種増加の3．6劣，第1種，第2
種共に増加の2，7％などとなっている。小売業商店数の減少はこれら以外の10
セルにおいておこっている。なかでも，第1種，第2種ともに減少の場合一3．O
劣の増滅率となっている。また，第1種，第2種の一方が維持，他方が減少の
場合は一2，Oの増減率となっている。また，第1種，第2種ともに大型店の商
店数が縫持の場合，小売業の商店数の増滅率は一1．5％であり，小売業全体の
増減率の一1．9劣より高いものの，集積全体の増減率である一1．2％よりは低
くなっている。
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　次に，階層別に大型店の影響をみると，小売商店数の増加しているセル数は，
各々の16セルのうち，類型Aが2，類型Bが4，類型Cが7と，階層が上がる
にLたがって増えている。さらに，全16セルのうち，（類型Aの増減率）＜（類
型Bの増減率）く（類型Cの増減率）となっているセルが14ある。したがって，
犬型店の増減のパターソが同じの蒔に階層が高い方が店舗の増減率が高いこと
がわか乱類型ごとの増減率が上記の順にならないのは，第1種が減少，第2
種が増加の場合と，第1種が維持，第2種が減少の2つのセルである（図表一
16参照）。
　昭和57年と昭和60年の2時点の調査を利用しているので，短期間の時間幅で
あることと，ここに利用Lているデータが大型店の増減と商店数の増減に関す
る因果のデータを含んでいないことから，単純に大型店と一般商店の増減の関
図表一16大型店の増減別，集積階層別商店数の年平均増減率
第2種犬規模小売店舗
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係を述べることは困難である。Lかしながら，次のようなことはいえる。まず，
大型店が存在Lている商業集積においては，商業集積全体より商店数の増減率
は高くなっている。しかし，犬型店数が変わらない場合，商店数の増減率は，
商業集積全体の増減率より低くなっており，犬型店の存在は商店数の減少に影
響を及ぼしていると思われ飢大型店数の増加の場合，商店数は約3年以内程
度のレンジにおいてぱ小売業の商店数は増加している。逆に，犬型店数が減少
した場合，小売商店数も減少Lてい乱したがって，犬型店の出店は当該商業
集積の商店数を増加させることになることがわかる。つまり，大型店が増加す
るような場所では，小売業全体の活性化になり，大型店が転出してしまうよう
な場所では，小売業全体が停滞化していることにな飢なお，これは犬型店が
出店した商業集積の商店数の動向であり，大型店の出店Lた商業集積の周辺の
商業集積への影響はわからないわげである・また，商業集積の階層が上がると，
商店数の増減率が上昇することがわかる。
5．商業集積の今後
　昭和60年の「商業統計」における商店数の減少に関わる商業構造の解明を，
商業集積の観点からおこなってきれ全体の約4割の商店が商業集積にあるわ
げだが，今回の減少においてその寄与率は25％であった。つまり，減少Lた店
舗のうち，4分の3は商業集積以外で発生Lているわげである。そのたかで特
に住宅地区が多くなっている。商業集積以外においては産業別にみると飲食料
品小売業の商店数が多く，減少した店舗も飲食料品小売業がもっとも多く，今
回の商店数減少の半数近くが商業集積以外での飲食料品小売業となっている。
減少Lている業種が伝統的な業種であり，また，大型店やコンビニエンス・ス
トアの存在などを考えると，商業集積以外におげる商店数の減少傾向は継続す
るものと思われる。住宅地におげる商店数の減少には，土地利用に関して都市
計画法の用途地域の設定により商店を新たに設げることができないことが影響
　ユ490
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を及ぼしていることも考えられ私さらに，大型店の出店調整と同時に申小商
業振興政策カミとられているが，商店街組織を中心としたものが多く，住宅地区
に単独で存在する商店については振興政策の対象となってこなかったことも影
響していると推測される。ωこのことは言葉を換えれぱ，従来からおこなわれ
ているのは商店街政策であり，商店政策ではなかったといえる。
　住宅地におげる商店は主に最寄品を扱っており，単独で存在する場合，1店
の転廃業がそのまま，消費著の買物利便の低下につながる場合がある。もちろ
ん，現在では，移動販売，通信販売，宅配スーパーなどの無店舗販売や生揚の
共同購入などがあり，店舗の転廃業がそのまま買物利便の低下につたがるわげ
ではない。しかしながら，商業集積以外においては，買物利便が著しく低下す
るような場合には，買物利便がある程度維持できる政策がとられる必要があ
る。そこにおげる視点は，犬型店に対する中小規模店の保護育成ではなく，地
域生活者の買物利便のための商店の雑持に転換されることになり，そのなかで
の中小規模店の存在が検討されるべきであ飢また，商店が減少して買物利便
が低下した場合，商店の存在しない地域の住民に対する宅配に係わる費用の補
功であるとか，商業集積への公共交通手段の確保といった政策が考えられるべ
きである。
　商業集積においては，この3年問に，商業集積を構成する商店数は51．2店か
ら48．2店へと減少しているが，商業集積数自体は12，745から12，947へと202集
積の純増となっている。地域生活者の買物利便からみれぱ，商店数が減少して
もユ業種に最低1店あれぱ，商業集積の規模が小さくなっても買物利便の低下
はある程度避けることができ孔この3年問で1商業集積当たり3店の商店が
転廃業したわげだが，例えぱ，サービス業への転業であれぱ，商業集積の構成
要素として継続していると判断でぎるわげである。しかしながら，廃業して，
その地点がたにも行われないままである場合，商業集積のいわゆる歯抜げ状態
となる。歯披け状態は商業集積としての魅力を欠くことになる。この状態にな
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らないようにする必要があり，これだげ減少商店数が多くなると，店舗移動が
検討されねぱならない。今までいわれてきたわりには，なかなか実施されてい
たかったが，商店数の滅少時期に入り店舗移動を行なわないわげにはいかなく
なってくる。
　昭和56年度のr商店街実態調査」によると，商店街が当面Lている問題点の
第3位にr駐車場がない」（31．8劣）が挙げられている（中小企業庁，1972，77
頁）が，店舗移動によって生じた空間を駐車場とすることにより，この間題ば
解決するといえる。これは商店数の増加傾向にあっては不可能であったが，商
店数が減少傾向にある今日，大いに実現可能となり，自動車利用客への対応と
して注目される。自動車利用の場合，徒歩の場合と買物距離のスケールが自ず
と異なる。つまり，消費者の商業集積選択の範囲が大きくなるわげである。そ
の結果，商業集積問の競争が生じることになる。さらに，1商業集積内に1業
種複数店舗の場合，商店にとっては個店レベルの競争が主であったが，1業種
1店舗になると，その競争相手が存在しなくなり，この面からも商業集積聞の
競争が激しくなると思われる。消費者がある商業集積を選択Lなかった場合，
そこに立地する商店は願客を獲得できなくなるのである。商業集積の選択には，
商業集積全体の魅カが高いのでその商業集積を選択する場合と，ある商店の魅
力が高いのでその商店の属する商業集積を選択する場合とある。しかし，どん
なによい個店があっても商業集積全体の魅力に欠けるとその商業集積は選択さ
れない場合もある。つまり，個店だげの努力だげでは，消費者はその商業集積
を選択せず，商業集積全体としての努力が求められる時期に入づてきているこ
とになる。このような状況においては，商業集積のアイデソティティーともい
うべぎものが求められることになる。
　今回の商店数の減少と大型店の関係については，大型店の存在Lている商業
集積ば存在していない商業集積より商店数の増減率が高い。大型店が減少Lて
いる商業集積では中小店も減少し，大型店が増加している商業集積では中小店
　1492
　　　　　　　　　　立地環境特性からみた日本の商業構造　　　　　　　　389
竜増加する傾向にある。これらのことから，大型唐はその立地する商業集積に
おいては，商店数の滅少に余り影響を与えず，むしろ，大型店が出店するよう
な地点は商業が活性化しているといえる。Lたがって，犬型店の影響はその立
地する商業集積においては好影響がでているといえる・逆に，大型店が撤退す
る商業集積において，商店数が減少Lているので、犬型店が撤退Lないような
魅力づくりを商業集積とLて行う必要があるといえる。
　商業集積の階層の視点からは，階層の低い商業集積において商店数の減少が
より多くの商業集積で発生している’。近隣型の商業集積の階層を当該地域に不
適応な水準にするわげにはいかないが，駐車場により自動車利用客への対応も
できるようになることなどで，階層の設定を若干上昇させることカミ可能であ
る。つまり，近隣型の商業集積は急に広域型にすることぱできないが，’近隣型
より広範囲の商圏から顧客を吸引し，より高い階層である地域型の特性を指向
・することが可能となる。この考え方は地域型，広域型においても同様である。
階層設定を上方に移行することにより，顧客吸引力が高まり，それは商店数の
増減率の上昇にもつながることになる。
　以上のことからまとめて述べると，今後，商業集積の形態は小範囲高密度と
なっていき，さらにその階層については，徐々に上方に移行することになると
思われる。
　それに対する政策とLては，廃業店舗の跡地の利用を促進すること，とくに，
庫客への対応と，そこへのアクセスに関わる道路などの整備がまず挙げられ
る。今後，商業集積同士の競争が顕著になる場合，距離への視点が従来とは相
．違し，徒歩から自動車への対応の視点が必要である。しかし，この問題には商
業集積に直接関係する政策だけでは対応Lきれない面があり，商業政策と都市
’計画や交通政策との整合性が重視されることとなる。さらに，商店街のみが主
体となって各種の改善などをおこなうだけではなく・国や地方公共団体の分担
一部分もあるであろうし，なかには第3セクター方式を利用して，秩序ある再開
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発をすすめる施策も考えられる。その際の資金的た問題に対しては・土地信託
制度を利用することにより，権利考が店舗移動に容易に参加できるようにする
ことや，地価問題をある程度回避することを考慮Lていく必要があり，商業集
積の改善が現実的におこなえるような方法の模索が必要となってくる。
　商業を産業の一つとLて捉えるだけではなく，さらに，生活の一側面に関わ
るものと提える必要がある。生活における一要素である買物利便をいかに規定
するかは今後の検討事項として残されるが，ここで一つだげいえることは，消
費老の商品の購入先は店舗だけではなく，それを用いないさまざまな購入方法
が存在していることである。したがって，店舗販売というのは商品の一購入先
でしかないということが改めて重視されることになる。大規模な無店舗販売業
考でなくとも，まったくルーチソな買物に対しては，店舗を有する商店も，デー
タベースに基づいて，商品を宅配することが可能である。通常，店舗販売と無店
舗販売は区別して考えられているが，店舗販売業者が無店舗販売の形態をとる
ことも可能である。商店数が減少して買物利便が損なわれても，無店舗販売ひ
形態によりそれを回避できるという視点が今後は浜通政策には求められる。
　昭和60年のr商業統計」において，商店数がはじめて大幅に減少したことが
判明し，日本の商業構造は変革期に差しかかっているといえる。そのなかにあ
って，商業集積は商店数減少寄与率が商店数構成比に較べて低く，商店数の今
回の減少をもたらLた主たる立地環境特性ではない。しかしながら，商業集積
には全商店の約4割が存在し，その内部，外部にはさ重ざまな変化が生じてお
り，商業集積は日本の商業構造を規定する一要因である。そして，商業集積に
まつわる政策は，単なる流通政策の範囲のみならず，商業従業者，消費考両方
の生活政策というべき範囲にまで拡大して考えられなげれぱならない時期にき
ている6
最後に，今回の研究においては，商業集積の視点から日本の商業構造の解距
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を試みたわげであるが，利用したr商業統計」のr立地環境特性別統計編』集
計が始まったのが，54年からであり，印刷物とLて公表され始めたのが57年か
らである。Lたがって，ある程度長い時系列でみることができないわけだが・
この点については，今後継続して公表されるであろう集計を待って・研究を続
けていく必要がある。
註（1）昭和57年と昭和60年の「商業統計」の間隔は正確には35ヶ月であ飢今回の分析
　　対象とする昭和54年，昭和57年は6月平日が調査期日であったが，昭和60年は5月
　　1日が調査期日である。なお，以下の分析において，年平均増滅率の算出にあたっ
　　ては1ヶ月の差を補正してある。
　（2）たとえぱ，以下のような研究があげられる。懸田（1987），鈴木（1986a，1986b），
　　鈴木・懸田他（1986），横森（1986a，1986b，1987），流通政策研究所（1987），流通
　　問題研究協会（1987）など。
　（3）　「商業統計」の『立地環境特佳別統計編』は昭和54年にはじめて集計され，磁気
　　テープで公表された。昭和60年の同編は，本稿脱稿時に未だ印刷物の形態では公表
　　されていないので，本研究においては磁気テープ版を利用した。
　（4）メソシュデータを利用した研究として，流通政策研究所（1984），山中（1986）な
　　どをあげることができる。
　（5）　『立地環境特性別統計編』の利用上の注意のなかに，「（1）商業集積地区内での商
　　店数の少ないものについて，ひとつの商業集積地区を商店街連合会に所属している
　　もの及び所属していなくても同窺模のものとしていますが，本集計では，小売業に
　　含まれる飲食店を除いていること，及びサービス業を対象としていないことから当
　　該商業集積地区内の商店数が少なくたっている場合があります。（2）商業集積地区内
　　で商店数の多いものについて，おおむねひとつの商店街をひとつの商業集積地区と
　　していますが，商店街が入り組んでいるようた場合は，2以上の商店街をまとめて，
　　商業集積地区を設定しているため，当該集積地区内の商店数が多くなる場合があり
　　ます。」（通商産業省，1985，5～6頁）とあり，商店街と商業集積を区分している
　　ことがわかるo
　（6）都市計画法においては商業地は近隣商業地域と商業地域とにわけられている。商
　　業地域は昭和47年4月28日建設省都市局長通逢において「都心又は副都心の商業地
　　等商業，業務，娯楽等の施設の集中地を図るべき区域」と定められてい弘
　（7）　ここで商業集積地区以外でその他の小売業の年間販売額シニアが30．7％と高くな
　　っている。それは商業集稜地区の20．5％よりも10ポイソト以上も高い。商業集積地
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　区ではその飽の小売業の構成比は最近の消費動向からみて高いと予測されるが・商
　業集積地区以外でのシニアのほうが高くなっている。その理由とLて，産業分類の
　その他の小売業の年間販売額シニアを商業集積地区以外でみてみると，商業集積地
　区以外の地区の燃料小売業の小売業計に占めるシニアは16．6％と高くなっている。
　商業集積地区では4．7％であるから約12ポイソトの差がある。燃料小売業のなかで
　もガソリン・ステーショソの年間販売額シニアが14．5％と燃料小売業のほとんどを
　占めていることがわかる。さらに，その他の小売業のシニア30．7％からみれば，ガ
　ソリン・ステーショソがほぼ半分を占めている。したがって，商業集積地区にはほ
　とんど存在しないガソリン・ステーションのために商業集積地区以外のその他の小
　売業の年間販売額シニアが大きくなっているわけである。また，商業集積地区以外
　の地区をさらに立地環境別にみると，工業地区と農漁山村その他の両地区で年間飯
　売額が高く，最終消費老向けの小売店の立地が商業集積地区以外にあるという理由
　の他に，本来卸売にいれられるぺき産業用の消費が統計上区分されず，小売の年間
　販売額を見かけ上増やしていることも推測される。
（8）減少寄与率がマイナスとは店舗数の増加を示す。
（9）この差に関わる増減は，「商業統計」の『立地環境特性別統計編』の印刷刊行され
　る予定になっているものが公表されないと，詳細は不明である。これは磁気テーブ
　版と印刷刊行版との公表内容の差によるものである。
⑩例えぱ，鈴木（1987b），懸田（1987）など参照。
（功　中小商業政策については，例えば，久保村隆楮・田島義博・森宏（1982），E．バ
　。ツァー・鈴木武編（1985）などが詳しい。
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